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はじめに

平成27年 1月 1日からの相続税の基礎控除縮減の影響で、多くの相談者が
税理士を中心に相続コンサルタントのもとを訪れるようになりました。相続
コンサルティングの現場には、税理士のみならず、弁護士・司法書士・行政
書士・FP（保険募集人・不動産事業者など）・銀行・証券会社など様々な立場の方
が実行支援をしています。その中でも相続税申告が必要なクライアントがま
ず相談するのは税理士であり、税理士へは相続の窓口業務としての立ち位置
を期待するのが最近の流れとなっています。相続税申告や生前贈与対策の実
行支援を行うためには、相続税・贈与税・所得税・法人税・消費税・その他
税目に絡む個人法人間のクロスセクション税務、相続関連法務・不動産実
務・金融機関実務など、様々な知識や経験が必要となります。つまり、税理
士への社会的役割に対する期待が「相続税の専門家」から「相続の専門家」
へと変遷しているといえます。

本書は、私がこれまで自分自身で経験したこと、他の相続コンサルタント
（税理士・FPなど）から相談された事例をもとに構成しております。その意味
で、机上の空論ではなく現場に即した問題解決のための考え方・対処法を示
せたのではないかと思います。もちろん税理士のみならず、FP をはじめと
する相続コンサルタントの方々にとっても興味深い視点で執筆しております
ので、本書を読まれるに当たっては「税理士」という文言を各相続コンサル
タントの立場に置き換えていただければと思います。
本書の構成は全部で 4章構成としており、各章は以下のような内容となり

ます。
第 1章は総論として「税理士が担うべき立ち回り（税理士の立ち位置）」とし

ました。窓口となる税理士が「相続の専門家」として必要となる問題解決
ツールを示しています。相続という人間関係の特殊事情が絡んだ場合、経済
的合理性で行動できなくなる場面に遭遇することが多々あります。「相続の専
門家」としてヒアリングを行うに際して必須なのは何よりも「感情的配慮」
と考えます。そのため、書き出しはここからスタートさせていただきました。
第 2章は「失敗事例から学ぶ対応策」として10事例を検討しています。全



はじめに

事例において、ケーススタディ（失敗事例）と税理士的視点・その他の視点か
らの対応策、その実務的な補足説明を入れています。全事例が独立的な形で
記載されておりますので、どの事例から読み進めていただいても構いませ
ん。実務で既に遭遇した事例、今現在携わっている事例などの参考にしてい
ただければ幸いです。
第 3章は「タワーマンション」「会社の貸付金」「金庫株」「認知症の親」

を題材とし、「複眼的視点」を養うための章としました。相続実務に携わっ
た15年以上前から毎日思い続けていた部分であるため、私個人にとっても思
い入れのある章です。同じ事象であっても視る人が変われば、考える事が変
わるということをこれまでの経験から学んだ集大成の章とも言えます。
第 4章は「特例事業承継税制の複眼的な検証」として、ビジネス的視点・

法務的視点・税務的視点として、この税制を捉えています。企業の永続性を
要件としている以上、その永続性を保てる仕組みが最も大切になります。そ
の意味で、特例事業承継税制は事業承継を本気で考えるきっかけとしては本
当に素晴らしい機会を与えてくれました。このタイミングで永続性を保てる
仕組み作りに着手することが今後の中小企業を支えるうえでは大切になるの
ではないでしょうか。

私事にはなりますが、私が19歳のとき、実父がくも膜下出血で急逝しまし
た。45歳の若さです。悲しみに暮れた日々のことは当然ですが、誰に何を相
談していいのかわからず途方に暮れたことも同じぐらい強烈な経験として残
りました。今思えば、全ての窓口になる「相続の専門家」はいなかったのか
もしれません。そのことが今の私を支える原点となっています。本書が多様
な相続問題を解決するための糸口になれば幸いです。また、私の相続実務に
関して税務以外の重要性をご教示いただいた榊原正二氏（FP）、佐治圭一氏
（司法書士）には、この場を借りて深く感謝申し上げます。最後に、本書の刊行
に当たり、本当に我慢強く後ろから支えていただいた清文社の藤本優子氏に
は多大なるご尽力をいただきました。この場を借りて厚く御礼申し上げます。

2019年 6月
 税理士　木下 勇人
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